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岩手県（以下「県」といいます。）は、森林公園について、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号。以下「自治法」といいます。）第 244 条の２第 3 項の規定及び公の施設に係る

指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 16 年岩手県条例第 36 号。以下「手続条

例」といいます。）に基づき、次のとおり指定管理者を募集します。 

 

第１ 募集内容 

１ 対象施設 

指定管理者を募集する森林公園は、次のとおりです。 

名   称 所 在 地 

岩手県滝沢森林公園 滝沢市 

岩手県千貫石森林公園 胆沢郡金ケ崎町 

 

募集は森林公園単位で行いますが、複数の森林公園に応募することは差し支えあ

りません。 

 

２ 指定管理者が行う業務 

指定管理者が行う業務は、次のとおりです。（詳細は別冊「管理運営業務仕様書」

のとおり。） 

(1) 施設の運営、利用に関する業務 

ア 森林に関する知識の普及のためのイベントや森林愛護思想の高揚を図るため

の体験的学習の実施、木工教室などの開催・企画に関する業務。 

イ 公園利用者等に対し、施設の内容及び利用方法等を案内・説明すること。 

ウ 公園に関する広報活動を行うこと。 

エ 公園利用者等からの苦情又は提言を受け付け対応すること。 

オ 公園内を巡視し、安全又は効果的な利用について指導・助言を行うこと。 

カ 事故等の予防に努め、事故等があった場合には負傷者の保護のほか適切な措

置等を行うこと。 

キ 利用者数等の各種調査を行うこと。 

ク 森林公園条例（昭和 55 年岩手県条例第 26 号。以下「条例」といいます。）

第２条第１項及び第３条第１項に規定する利用許可又は不許可を行うこと。 

なお、この許可に伴う使用料は、当該指定管理者の収入とします。 

ケ 条例第７条で規定する使用料の免除を行うこと。 

コ 上記代行業務の範囲内において、関係機関等との連絡調整を行うこと。 

サ 災害発生時において、利用者の安全確保等の対応を行うこと。 

(2) 森林公園施設の管理に関する業務 

ア 森林公園の施設（これに附帯する設備及び用具を含む。以下「公園施設」と

いいます。）の点検及び清掃等を行うこと。 

イ 公園施設全般に係る機能及び安全性の日常点検を行うこと。 

ウ 修景緑化木等や緑地（芝生等）を良好な状態に維持すること。 
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エ 公園内の清掃を行うこと。 

オ 軽微な修繕等を行うこと。 

カ 電気料、水道料等光熱水費の支払いを行うこと。 

(3) 自主事業 

自主事業に関する企画・実施に関する業務 

ただし施設の設置目的の範囲内の事業に限る。 

(4) その他、運営、利用、管理上必要とする業務を行うこと。 

 

なお、指定管理者は、清掃や設備の保守点検等個々具体的な業務を県と協議のうえ

第三者に委託することは差し支えありませんが、本事業の全部を第三者に委託し、又

は請け負わせることはできません。 

 

指定管理者と県の役割分担は、次のとおりです。 

項  目 内    容 指定管理者 県 

公園の管理運営 企画調整、利用指導、案内、警備、苦情対応、

県民協働、自然環境保全、利用促進活動等 
○  

損害保険への加入（注 1） ○  

周辺地域・住民

及び施設利用者

への対応 

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設

利用者からの反対、訴訟、要望への対応 
○  

上記以外の住民対応  ○ 

公園施設の維持

管理 

修景緑化木等や緑地（芝生等）の管理、清掃、

施設の保守点検、設備等の法定点検 
○  

公園内の森林の

保育のために必

要な施業 

立木の枝打、除伐、間伐等 

 ○  

安全衛生管理  ○  

物品管理  ○  

災害時対応 待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置 ○ 

（主として） 
 

災害復旧 （軽微なものを除く。）  ○ 

公 園 施 設 の 整

備、改修 

 
 ○ 

（注 1）現在、加入している保険内容は次のとおりであり、同水準以上の保険に加

入していただきます。 

① 保険の種類 賠償責任保険 

② 保険の内容 対人賠償 1 名につき２百万円、1 事故につき１千万円 

対物賠償 1 事故につき 50 万円 
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３ 業務を行うに当たっての留意事項 

(1) 業務を行うに当たっては、次の事項を遵守していただきます。 

ア 森林公園設置の目的を効果的かつ効率的に達成すること。 

イ 県民の平等な利用を確保すること。  

ウ 利用者のニーズを把握し、サービス向上に努めること。  

エ 環境保全に配慮すること。  

オ 指定管理者が提出した管理計画に基づき適正に管理すること。  

カ 業務遂行に当たっては、関連する法令等を遵守すること。 

 

（参考）関連する法令等は多岐にわたりますが、主な法令等を例示すると次のとお

りです。 

地方自治法、地方自治法施行令、地方自治法施行規則、森林法、森林公園条

例、森林公園条例施行規則、県立自然公園条例、公の施設に係る指定管理者

の指定の手続等に関する条例、建築基準法、消防法、浄化槽法、大気汚染防

止法、電気事業法、労働基準法、個人情報保護条例、県が締結する契約に関

する条例 等 

 

(2) 県は、指定管理者に対し、当該施設の適正な管理を期すため、当該管理の業

務又は経理の状況に関し報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をするこ

とがあります（自治法第 244 条の２第 10 項）。 

 

4 県とのリスク分担 

指定管理者と県のリスク分担は、次のとおりです。 

段階 種   類 内    容 
指定 

管理者 
県 

申請 申請コスト 申請費用（プレゼンテーション参加費用を

含む。）の負担 
○  

準備 資金調達 必要な資金の確保、事務引継を受けるため

の経費等の準備に要する費用 
○  

管理

運営 

法令等の変更 指定管理者が行う管理運営業務に及ぼす法

令等の変更 
○  

物価変動 指定後のインフレ・デフレ ○  

金利変動 金利の変動に伴う経費の増 ○  

施設競合 施設競合による利用者減、収入減 ○  

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況（天候不順

による利用者減を含む。） 
○  

不可抗力 自然災害等県、指定管理者いずれの責めに

も帰すことができない現象による業務の変

更、中止 

協議事項 
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段階 種   類 内    容 
指定 

管理者 
県 

運営費の膨張 県以外の要因による運営費の膨張 ○  

但し、光熱水費、燃料費の契約単価の高

騰等による積算経費の増 
協議事項 

施設・設備の

損傷 

管理上の瑕疵による施設・機器等の損傷 ○  

その他の事由による施設の損傷（軽微なも

のを除く。） 
 ○ 

書類の誤り 仕様書等県が責任を持つ書類の誤りによる

もの 
 ○ 

事業計画書等指定管理者が提案した内容の

誤りによるもの 
○  

賠償責任 

 

本業務における公害、生活環境の阻害等に

よる賠償 
○  

管理上の瑕疵による事故及びこれに伴う利

用者への損害 
○  

施設の不備による事故及びこれに伴う利用

者への損害 
協議事項 

運営リスク 管理上の瑕疵による臨時休園等に伴う運営

リスク 
○  

施設、機器等の不備による臨時休園等に伴

う運営リスク 
協議事項 

セキュリティ 警備等の不備による情報漏えい、犯罪発生 ○  

事業終了時の

費用 

指定管理業務の期間が終了した場合又は期

間中途において業務を廃止した場合におけ

る事業者の撤収費用 

○  

 

５ 指定期間 

令和５年４月１日から令和 10 年３月３１日までの５年間とします。 

ただし、管理の代行を継続させることが適当でないと認められるときは、この期

間内であっても指定を取り消す場合があります。 

 

６ 業務に要する経費等 

指定管理者が行う業務は、施設利用者が負担する利用料金及び県が支出する指定

管理料により行っていただきます。 

県が支出する指定管理料は、指定管理者の収支計画及び収支実績を踏まえ協議の

うえ、予算の範囲内において毎年度締結する協定の中で決定します。 
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第２ 申請に係る事項 

１ 指定管理者の申請資格 

申請ができる団体は、次のとおりです。 

(1) 法人その他の団体であること。 

ア 申請できる団体は、団体又は複数の団体により構成されたグループ（以下「グ

ループ」といいます。）とし、法人格の有無は問いません。 

グループで応募する場合は、必ず全体を統括する代表団体を定めてください。 

なお、個人での申請はできません。 

イ 単独で申請している団体は、同一の森林公園について、他のグループの構成

団体となって申請することはできません。 

ウ グループで申請している団体の構成団体は、同一の森林公園について、他の

グループの構成団体となって申請することはできません。 

(2) 県内に事業所又は営業所を有すること。（設置予定を含む。） 

(3) 申請団体又はグループの構成団体が、次のいずれかに該当しないこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当

する場合 

（地方自治法第 234 条の 2 第 1 項の規定による監督又は検査の実施に当た

り職員の職務の執行を妨げた者） 

イ 県から指名停止措置を受けている団体 

ウ 税を滞納している団体 

エ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続又は民事再生法

（平成 11 年法律第 225 号）等に基づく再生手続を行っている団体 

(4) 申請団体又はグループの構成団体の役員に、次のいずれかに該当する者が含ま

れていないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者 

イ 禁錮刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けるこ

とがなくなるまでの者 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）

第 2 条第６号に規定する暴力団員 

 

なお、グループ申請の場合、県が申請を受理した後に代表団体及び構成団体を変更

することは、原則としてできません。 

 

２ 申請手続 

(1) 申請の受付 

ア 受付期間 令和４年 月 日（ ）から令和 年 月 日（ ）まで 

９時から１７時まで（土、日、祝祭日を除く。） 

イ 提出先   岩手県農林水産部森林保全課 

（注 2）郵送による申請も受け付けますが、書留としてください。なお、締

切日必着とします。 
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（注 3）電子メール、ファクシミリ等による提出は受け付けません。 

ウ 提出部数  正本 1 部、副本５部 

（注 4）副本の添付書類は、すべて写しで差し支えありません。（原本証明は不要で

す。） 

 

(2) 提出書類 

申請に当たっては、次の書類を提出していただきます。 

また、県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

ア 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

イ 団体概要書（様式第２号） 

ウ 主要業務実績一覧（様式第 3 号） 

※エ 共同体結成届出書（様式第 4 号） 

※オ 共同体協定書（様式は任意） 

※カ 委任状（様式第 5 号） 

キ 公園管理の方針及び申請団体の概要について（様式第 6 号） 

ク 収支計画書（様式第７号） 

ケ 収支計画の考え方（様式第 7 号別紙） 

コ 人員配置計画書（様式第８号） 

サ 利用促進及び施設管理計画について（様式第９号） 

シ 委託予定調書（様式第 10 号） 

ス 災害時・緊急時の対応（様式第 11 号） 

セ 誓約書（様式第 12 号） 

※の書類はグループで応募する場合のみ必要です。 

 

また、次の書類を添付していただきます。（グループで申請する場合は、その構成

団体すべてについて提出願います。） 

① 定款、寄付行為、規約その他これに代わる書類 

② 役員名簿 

③ 法人にあっては登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、代表者の住民票の写し） 

④ 事業報告書、貸借対照表、損益計算書（財務諸表については過去 3 ヵ年分） 

⑤ 国税、県税の未納がないことの証明書 

 

(3) 申請に関する留意事項 

ア 申請書作成に当たっての留意事項 

(ｱ) 申請書等の様式は定められた様式によるとともに、それぞれの様式に記載

されている注書の指示に従って作成してください。 

(ｲ) 提出期限後の提出書類の再提出及び差替えは、原則として認めません。 

イ 失格又は無効 

次に掲げる場合に該当したときは、当該申請は失格又は無効となることがあります。 

(ｱ) 提出方法、提出先、提出期限等が守られなかったとき。 
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(ｲ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていなかったとき。 

(ｳ) 申請書類に虚偽の記載があったとき。 

(ｴ) 複数の事業計画書を提出したとき。 

(ｵ) 岩手県農林水産部所管施設指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」と

いいます。）の委員又は本件業務に従事する本県職員に対し、本件応募につ

いて不正な接触の事実が認められたとき。 

(ｶ) 申請資格を有していないことが判明したとき。 

(ｷ) 申請者による業務履行が困難であると判断される事実が判明したとき。 

(ｸ) 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として業務

を行うことについてふさわしくないと県が認めたとき。 

(ｹ) その他不正な行為があったと県が認めたとき。 

ウ 申請書類の取扱い 

(ｱ) 著作権 

県が提示する設計図書等の著作権は県及び作成者に帰属し、申請者の提出

する書類の著作権はそれぞれの申請者に帰属します。なお、本件指定に関係

して公表する場合その他県が必要と認めるときは、県は提出書類の全部又は

一部を無償で使用するものとします。 

(ｲ) 特許権 

申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日

本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、

維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、すべて申請者が負う

ものとします。 

(ｳ) 返却等 

提出された書類は返却いたしません。 

エ 申請の辞退 

申請書類を提出した後に辞退するときは、辞退届（様式は任意）を提出して

ください。 

オ 提案する額について 

指定管理料の算出に当たっては、以下のとおり上限額を設定しますので、上

限額を上回らない範囲で提案願います。 

名    称 
指定管理料の上限額 

令和５年度から令和 9 年度 

岩手県滝沢森林公園 20,232,000 円 

岩手県千貫石森林公園 4,777,000 円 

 

(4) 現地説明会 

現地説明会を次のとおり開催しますので、参加を希望される方は、申込書（様

式第 14 号）に記入のうえ、郵送又はファクシミリで期限までにお申し込みくだ

さい。 
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期限までに参加の申し込みがない場合は説明会の開催を取り止めることがあ

ります。 

ア 滝沢森林公園 

日  時 令和 4 年 月 日（ ） 時 分から 

集合場所 ネイチャーセンター 

申 込 先 盛岡広域振興局林務部森林保全課 森林公園担当 

電話 019(629)6618 Fax 019(629)6624 

※ 申込期限 令和 4 年 月 日（ ）  時まで 

イ 千貫石森林公園 

日  時 令和 4 年 月 日（ ） 時 分から 

集合場所 もりの学び舎 

申 込 先 県南広域振興局林務部森林保全課 森林公園担当 

電話 0197(48)2426 Fax 0197(22)6194 

※ 申込期限 令和 4 年 月 日（ ）  時まで 

 

 (5) 質問の受付及び回答 

募集要項等に関する質問は、次のとおり受け付け、回答します。 

ア 質問の受付期間 

令和 年 月 日（ ） 時から令和 年 月  日（ ） 時まで 

イ 質問の受付方法 

質問書（様式第 13 号）により、電子メール又はファクシミリで岩手県農林

水産部森林保全課あて送信願います（記載漏れ又は申請資格のない方からの質

問にはお答えしかねる場合があります。）。 

ウ 回答方法 

回答は電子メール又はファクシミリにより質問者あて直接回答するととも

に、質問者の独自のノウハウに係る事項を除き、県森林保全課のホームページ

で公開します。 

(6) 提供した資料の取扱い 

県が提供した資料等について、本件の申請以外の目的のために使用することを

禁じます。 

 

第３ 審査及び指定管理者の選考に係る事項 

１ 審査の方法 

指定管理者の指定に当たっては、選定委員会において審査を行い、指定管理者と

して指定する団体の交渉順位を決定します。 

 

２ 選定基準及び審査内容 

指定管理者を選考する際の選定基準、審査内容及び配点は次のとおりです。 
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選定基準 審査項目 審査内容 配点 

１ 県民の平等な利用の

確保が図られるもので

あること。 

【手続条例第３条第１号】 

設置目的の理

解 

管理の基本方針が明確となっており、事業計画

が、施設の設置目的を理解した内容となってい

るか。 

5 

10 

平等利用の確

保 

県民の平等な利用が図られる内容となってい

るか。 
5 

２ 施設の管理を適正か

つ確実に実施する能力

を有していること。 

【手続条例第３条第３号】 

収支計画 
収入、支出の積算が妥当であり、管理計画との

整合性は図られているか。 
4 

35 

経営基盤 
経営基盤が安定しており、事業計画書に沿った

管理を行う能力を有しているか。 
8 

実施体制 

(1)施設の機能を十分に発揮した管理運営を行

うことができる職員構成、職員数であるか。 

(2)構成団体が指定管理の管理運営を行うこと

ができる職員構成、職員数であるか。 

8 

(1)施設管理業務に関する知識と経験を有した

職員を配置する計画となっているか。 

(2)労務管理、経理処理が適正に行うことがで

きる体制・仕組みとなっているか。 

8 

経験実績 
同様施設又はこれに類する施設における良好

な管理運営を行った実績を有しているか。 
7 

３ 設置目的を効果的か

つ効率的に達成するこ

とができるものである

こと。 

【手続条例第３条第２号】 

利用促進のた

めの計画 

施設の利用促進に向け、具体的な方策等を有し

ているか。 
6 

45 

地域住民や関係機関・団体との連携が図られる

計画となっているか。 
4 

サービス向上

のための計画 

利用者のニーズを把握し、質の高いサービスの

提供を実現させる内容となっているか。 
10 

利用者からのクレーム対応方法は適切か。 5 

施設管理の手

法 

適正かつ確実に維持管理を行う内容となって

いるか。 
10 

効率的に管理運営し、経費の節減に取り組む内

容となっているか。 
5 

環境に配慮した管理運営となっているか。 5 

４ その他 

【手続条例第３条第４号】 
災害対応 

災害その他緊急時の危機管理体制が確立され

ているか。 
5 

10 

情報管理 個人情報保護対策は万全か。 5 

合          計 100 点 

 

 

 



－ 10 － 

第４ 指定管理者の指定及び協定締結に関する事項 

１ 指定管理者の指定 

(1) 指定管理者の内定 

県は、選定委員会の審査結果を受け、順位の最も上位の者と細目協議を行いま

す。細目協議が整った段階で、指定管理者として内定します。協議が整わない場

合は、次順位の団体と協議を行います。 

なお、内定は令和 5 年１月を予定しています。 

(2) 指定管理者の指定 

指定管理者の指定は、自治法第 244 条の２（公の施設の設置、管理及び廃止）

第 6 項の規定に基づく県議会の議決後となります。 

なお、県議会への提案は、令和５年２月議会を予定しています。 

 

２ 指定管理者との協定の締結 

指定管理者の指定は行政処分であり私法上の契約ではありませんが、細目協議の

内容を踏まえ、次のような内容について協定を締結します。 

なお、協定の締結時期は、令和 5 年度の予算成立後となります。 

(1) 協定の期間（令和 5 年 4 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日まで） 

(2) 管理に要する経費の額及び支払い方法について 

(3) 情報公開及び個人情報の保護について 

(4) 開園期間、開園時間、休園日について 

(5) 指定の取消し等について 

(6) 指定管理者と県の責任分担について 

(7) 損害賠償及び原状回復について 

(8) 事業計画書及び事業報告書について 

(9) その他必要な事項 

３ 事業評価の実施 

指定管理者は、県に対し協定に基づき毎年度業務実績の報告を行います。 

この他、業務仕様書などで定める毎月の報告事項があります。 

 

第５ 業務の継続が困難となった場合の措置について 

 

指定期間内に業務の継続が困難となった場合、県は次のとおり措置します。 

なお、この場合、指定管理者は次の指定管理者が円滑かつ支障なく管理業務を遂行

できるよう、引継を行わなければなりません。 

 

１ 指定管理者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難になった場合 

県は、指定管理者が指示に従わないとき、その他指定管理者による管理を継続す

ることが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理

の業務の全部又は一部の停止を命ずることがあります（自治法第 244 条の２第 11

項）。 
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また、指定管理者の経営状況が著しく悪化している等適正な管理に著しい支障が

生ずるおそれがある場合は、指定を取り消すなどの措置を取ることがあります。 

これらにより県が被った損害について、指定管理者は賠償するものとします。 

 

２ その他の事由により業務の継続が困難となった場合 

災害その他不可抗力等県及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由に

より業務の継続が困難になった場合、業務の継続の可否について協議するものとし

ます。 

 

第６ 特記事項 

 

新たに選任された指定管理者が指定管理業務を開始するにあたり、前指定管理期間

における指定管理者からの業務引継ぎに相当な時間を要すると県が認める場合、必要

な期間において、一般開放をしない期間を設けることがあります。 

 

第７ お問合せ先及び書類の提出先 

 

〒020-8570 岩手県盛岡市内丸 10 番 1 号 

岩手県農林水産部森林保全課 県有林担当 

電話 019(629)579７ Fax 019(629)5789 

電子メールアドレス AF0012@pref.iwate.jp 
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